
（法人単位）

予算額 決算額 差　　額 備　　　　　　　　考

521,916,000 521,916,000 0
271,087,000 290,562,176 19,475,176 会議室等貸出実績が見込を上回ったことによる。

受託事業収入 0 11,992,200 11,992,200
長期借入金等 70,600,000,000 68,568,682,000 △ 2,031,318,000 国立大学法人における施設費貸付事業費の執行額が入札の結果、見込を下回ったことによる。
財産処分収入納付金等 48,958,000 123,396,124 74,438,124 国立大学法人からの財産処分収入が見込みを上回ったことによる。
承継債務負担金等収入 107,598,019,000 107,060,015,179 △ 538,003,821 国立大学法人への貸付金利が見込みを下回ったこと等により、受取利息が減少したことによる。
不動産処分収入 6,300,000,000 6,300,000,000 0
不動産貸付料収入 615,535,000 734,978,478 119,443,478
その他の収入 0 39,661,000 39,661,000 施設費交付事業費について、国立大学法人からの返納が生じたことによる。

1,929,000 5,615,084 3,686,084 科学研究費補助金の間接経費収入が生じたことによる。

187,712,220,000 186,720,186,815 △ 992,033,185

298,695,000 307,626,034 8,931,034
174,433,000 156,815,275 △ 17,617,725
124,262,000 150,810,759 26,548,759

客員教員経費 5,363,000 4,563,520 △ 799,480
学校財産有効利用・管理・処分経費 33,930,000 48,791,098 14,861,098 旧学校特定財産について、売却に必要な調査を実施したことによる。
施設費貸付事業経費 5,494,000 10,472,954 4,978,954 業務の円滑な実施のため、非常勤職員を雇用したことによる。
債務償還事務経費 608,000 0 △ 608,000
財投機関債発行に係る事務経費等 17,705,000 7,408,000 △ 10,297,000
国立大学法人等マネージメント支援経費 60,203,000 61,217,193 1,014,193 国立大学法人等のニーズにより、財務・経営の改善についての経営相談等の充実を図ったことによ

る。
寄附金受入等経費 959,000 0 △ 959,000 受入れ状況を踏まえ、費用をかけずに普及活動に努めたことによる。

一般管理費 225,150,000 208,149,258 △ 17,000,742
人件費 101,016,000 99,144,711 △ 1,871,289
物件費 122,004,000 109,004,547 △ 12,999,453
退職手当 2,130,000 0 △ 2,130,000

受託事業費 0 11,992,200 11,992,200
71,155,344,000 69,124,026,000 △ 2,031,318,000 国立大学法人における施設費貸付事業費の執行額が入札の結果、見込を下回ったことによる。
8,600,000,000 8,341,970,000 △ 258,030,000

106,550,773,000 105,930,119,582 △ 620,653,418 長期借入金の金利が見込を下回ったこと等により、支払利息が減少したことによる。
333,493,000 281,813,962 △ 51,679,038

翌年度貸付事業財源 277,678,000 0 △ 277,678,000
0 4,425,082 4,425,082 科学研究費補助金間接経費、承継・受入した寄附金の支出額。

187,712,220,000 184,487,389,015 △ 3,224,830,985
　[注記]　１．損益計算書の計上金額と決算金額の集計区分の相違の概要
　　　　　　　　（１） 非常勤職員に係る人件費は損益計算書上、人件費として計上されているが、決算報告書上では各事業費に表示されており、その概要は以下のとおりである。
　　　　　　　　　　　客員教員経費 603,997 円
　　　　　　　　　　　施設費貸付事業経費 3,782,514 円
　　　　　　　　　　　国立大学法人マネジメント支援経費 4,617,763 円
　　　　　　　　　　　物件費(一般管理費) 7,605,386 円
　　　　　　　　　　　その他の支出(科学研究費補助金間接経費) 1,486,541 円
　　　　　　　　（２） 損益計算書に計上されている施設費貸付金受取利息及び承継債務負担金債権受取利息は、決算報告書上、承継債務負担金等収入に含めて表示されている。
　　　　　　　　（３） 損益計算書に計上されている長期借入金支払利息及び承継債務支払利息は、決算報告書上、承継債務等償還金に含めて表示されている。
　　　　　　２．翌年度貸付事業財源は、支出を伴わないものであるため、その決算額は0円となっているが、平成19年度末現在においては、277,678,000円を翌年度における貸付事業の財源のため
　　　　　　　　有価証券として保有している。

その他の支出

国立大学財務・経営センター法第１５条積立金取崩額

国立大学法人財務・経営情報提供システムの構築
等経費

システムのカスタマイズについて、前年度繰越予算を執行したことによる。

産学協力事業収入見合の支出であり、収入額が支出予定額を上回ったことによる。

1,308,592,574

271,087,000 277,266,897

【収入】

運営費交付金
産学協力事業収入

計

人件費
物件費

産学協力事業費

承継債務等償還金

雑収入

施設費交付事業費

6,179,897

その他の業務費

施設費貸付事業費

決　　算　　報　　告　　書
（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

0 18,357,994 18,357,994

区　　　　　　　　分

センター事業費

1,754,776,000 3,063,368,574

計

【支出】



（一般勘定）

予算額 決算額 差　　額 備　　　　　　　　考

521,916,000 521,916,000 0

271,087,000 290,562,176 19,475,176 会議室等貸出実績が見込を上回ったことによる。

受託事業収入 0 11,992,200 11,992,200

1,929,000 5,615,084 3,686,084 科学研究費補助金の間接経費収入が生じたことによる。

794,932,000 830,085,460 35,153,460

298,695,000 307,626,034 8,931,034

174,433,000 156,815,275 △ 17,617,725

124,262,000 150,810,759 26,548,759

客員教員経費 5,363,000 4,563,520 △ 799,480

学校財産有効利用・管理・処分経費 33,930,000 48,791,098 14,861,098 旧学校特定財産について、売却に必要な調査を実施したことによる。

施設費貸付事業経費 5,494,000 10,472,954 4,978,954 業務の円滑な実施のため、非常勤職員を雇用したことによる。

債務償還事務経費 608,000 0 △ 608,000

財投機関債発行に係る事務経費等 17,705,000 7,408,000 △ 10,297,000

寄附金受入等経費 959,000 0 △ 959,000 受入れ状況を踏まえ、費用をかけずに普及活動に努めたことによる。

一般管理費 225,150,000 208,149,258 △ 17,000,742

人件費 101,016,000 99,144,711 △ 1,871,289

物件費 122,004,000 109,004,547 △ 12,999,453

退職手当 2,130,000 0 △ 2,130,000

受託事業費 0 11,992,200 11,992,200

0 4,425,082 4,425,082 科学研究費補助金間接経費、承継・受入した寄附金の支出額。

794,932,000 809,459,471 14,527,471

　[注記]　損益計算書の計上金額と決算金額の集計区分の相違の概要

　　　　非常勤職員に係る人件費は損益計算書上、人件費として計上されているが、決算報告書上では各事業費に表示されており、その概要は以下のとおりである。

　　　　　　客員教員経費 603,997 円
　　　　　　施設費貸付事業経費 3,782,514 円
　　　　　　国立大学法人マネジメント支援経費 4,617,763 円
　　　　　　物件費(一般管理費) 7,605,386 円
　　　　　　その他の支出(科学研究費補助金間接経費) 1,486,541 円

決　　算　　報　　告　　書
（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

0 18,357,994 18,357,994

区　　　　　　　　分

【収入】

運営費交付金

産学協力事業収入

雑収入

産学協力事業収入見合の支出であり、収入額が支出予定額を上回ったことによる。

システムのカスタマイズについて、前年度繰越予算を執行したことによる。

60,203,000 61,217,193 1,014,193 国立大学法人等のニーズにより、財務・経営の改善についての経営相談等の充実を
図ったことによる。

271,087,000 277,266,897 6,179,897

計

【支出】

センター事業費

その他の支出

計

人件費

物件費

国立大学法人等マネージメント支援経費

国立大学法人財務・経営情報提供システム
の構築等経費

産学協力事業費



（施設整備勘定）

予算額 決算額 差額 備考

70,600,000,000 68,568,682,000 △ 2,031,318,000 国立大学法人における施設費貸付事業費の執行額が入札の結果、見込を下回った
ことによる。

6,300,000,000 6,300,000,000 0

615,535,000 734,978,478 119,443,478

0 39,661,000 39,661,000 施設費交付事業費について、国立大学法人からの返納が生じたことによる。

186,917,288,000 185,890,101,355 △ 1,027,186,645

8,600,000,000 8,341,970,000 △ 258,030,000

106,550,773,000 105,930,119,582 △ 620,653,418 長期借入金の金利が見込を下回ったこと等により、支払利息が減少したことによる。

333,493,000 281,813,962 △ 51,679,038

277,678,000 0 △ 277,678,000

186,917,288,000 183,677,929,544 △ 3,239,358,456

　[注記]　　１．損益計算書の計上金額と決算金額の集計区分の相違の概要

　　　　　　　　　（１） 損益計算書に計上されている施設費貸付金受取利息及び承継債務負担金債権受取利息は、決算報告書上、承継債務負担金等収入に含めて表示されている。

　　　　　　　　　（２） 損益計算書に計上されている長期借入金支払利息及び承継債務支払利息は、決算報告書上、承継債務等償還金に含めて表示されている。

　　　　　　　２．翌年度貸付事業財源は、支出を伴わないものであるため、その決算額は0円となっているが、平成19年度末現在においては、277,678,000円を翌年度における貸付事業の財源のため
　　　　　　　　　有価証券として保有している。

△ 2,031,318,000

【支出】

48,958,000 123,396,124 74,438,124

施設費貸付事業費

計

国立大学法人における施設費貸付事業費の執行額が入札の結果、見込を下回った
ことによる。

その他の収入

国立大学法人への貸付金利が見込みを下回ったこと等により、受取利息が減少した
ことによる。

国立大学法人からの財産処分収入が見込みを上回ったことによる。

107,598,019,000 107,060,015,179 △ 538,003,821

財産処分収入納付金等

71,155,344,000 69,124,026,000

計

承継債務等償還金

その他の業務費

決　　算　　報　　告　　書
（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

1,754,776,000 3,063,368,574 1,308,592,574

区分

【収入】

不動産処分収入

不動産貸付料収入

長期借入金等

承継債務負担金等収入

施設費交付事業費

翌年度貸付事業財源

国立大学財務・経営センター法第１５条積立金
取崩額




